
細目メニュー 保証料補助

ＨＴＴ・
ゼロエミッション

支援

旧名称：脱炭素・
ゼロエミッション支援

● 対       象：ＨＴＴやゼロエミッション推進等に取り組む都内中小企業者
------------------------------------------------------
● 対象の例：・ZEV導入促進事業
　　　　　　 ・中小規模事業所向け省エネ型換気・空調設備導入支援事業
　　　　　　 ・充電設備導入促進事業
　　　　　　 ・ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　（製品開発助成・販路拡大助成）など
　　　　　　　※全ての事業は裏面参照
------------------------------------------------------
● 融資限度額：2億8千万円　　　　　　● 融資期間：15年以内
● 融資利率   ：1.5％以内～2.2％以内

● 対   　   象：「企業立地促進」
　　　　     　   引き続き1年以上同一事業を営み、都内で工場・事務所・
                   　店舗の新増設・移転を行う中小企業者
　　          ※ ほかに、設備導入等に対応した「設備投資」があります。
------------------------------------------------------
● 融資限度額：２億8千万円　　　　 ● 融資期間　：15年以内
● 融資利率　：1.5%以内～2.4%以内

融資条件

設備投資・
企業立地

促進

全事業者

2/3補助

令和４年１０月７日
産 業 労 働 局

都では、今冬の電力確保に向けた対策と電力のＨＴＴ（Ⓗ減らす・Ⓣ創る・Ⓣ蓄める）・脱炭素
（ゼロエミッション）化の推進のための対策を更に強化・加速化するとともに、円安等を契機に都
内への工場や事務所等の立地を図る中小企業者への支援を強化します。

このため、「東京都中小企業制度融資」において、ＨＴＴ・ゼロエミッション支援と企業立地促進
の２メニューについて、対象事業の拡大や保証料補助による拡充を行います。

ポイント① 対象要件の拡大
●ＨＴＴ推進に向けた様々な取組を行う事業者への資金繰り支援強化のため、対象事業を拡大

脱炭素社会の実現や電力ひっ迫対策・円安等に対応した
資金繰り支援の充実 【中小企業制度融資】

社会課題解決融資「ＨＴＴ・ゼロエミッション支援※」

円安等を契機に、都内への工場・事務所等の立地を図る中小企業の資金繰りを保証料補助で支援

ポイント② 保証料補助の拡充
● 信用保証料を従前の1/2補助から2/3補助に拡充（全事業者）

※ 旧メニュー名称：「脱炭素・ゼロエミッション支援」

10月25日受付開始

設備融資「設備投資・企業立地促進」 10月25日受付開始

ポイント① 保証料補助の拡充
● 「企業立地促進」の信用保証料を従前の1/2補助から2/3補助に拡充（全事業者）

ＨＴＴ推進に取り組む中小企業の資金繰りを幅広く支援し、脱炭素社会の実現を目指す

【問い合わせ】産業労働局金融部金融課 電話 03-5320-4877

▶ 融資メニューの詳細は産業労働局ホームページ（QRコード参照）でもご確認いただけます。



▶ 融資メニューの詳細は産業労働局ホームページ（QRコード参照）でもご確認いただけます。

「ＨＴＴ・ゼロエミッション支援」対象事業・取組一覧
※ 青字が今回追加事業（令和4年10月25日受付開始）

黒字は旧メニュー「脱炭素・ゼロエミッション支援」からの対象事業

（1） 地球温暖化対策報告書制度

（2） 地域の多様な主体と連携した中小規模事業所省エネ支援事業

（3） ISO14001/エコアクション21

（4） LED照明等節電対策促進助成事業

（5） ゼロエミッション実現に向けた経営推進支援事業

（6） 原油価格高騰等対策支援事業

（7） 原油価格高騰等に伴う経営基盤安定化緊急対策事業

（8）
スタートアップピッチイベント「UPGRADE　with　TOKYO」
（第23回・第24回・第25回：テーマはHTT）

（9） ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業（製品開発助成）

（10） ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業（販路拡大助成）

（11） 中小規模事業所向け省エネ型換気・空調設備導入支援事業

（12） ZEV導入促進事業

・ 電気自動車等の普及促進事業
・ 燃料電池自動車の普及促進事業
・ 電気バイクの普及促進事業

（13） 燃料電池バス導入促進事業

（14） EVバス導入促進事業

（15） カーシェア等ZEV化促進事業

（16） ZEVトラック早期実装化事業

（17） 充電設備導入促進事業

（18） 水素ステーション設備等導入促進事業

（19） 再エネ由来水素の本格活用を見据えた設備等導入促進事業

（20） 水素を活用したスマートエネルギーエリア形成推進事業

（21） 再エネ設備の新規導入につながる電力調達構築事業

（22） 地産地消型再エネ増強プロジェクト

（23） その他知事が別途指定するもの（現在指定対象なし）


